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第１章 はじめに 
 本研究の⽬的は企業ドメインにおけるドメイン・コンセンサスの考えを再構築する
ことで、組織⽂化に好影響を与えるドメインの形成プロセスを明確にすることであ
る。 
 企業ドメインとは、企業と複数の利害関係者から成る組織の存在領域であり、企業
の戦略策定の基準となる重要な指標となるものである(榊原,1992)。そして、企業ドメ
インにおいて、経営者側と組織メンバー側の両者のコンセンサスを取ることが重要で
あり、このコンセンサスを取ることをドメイン・コンセンサスと⾔う。 
 従来研究では⾼いドメイン・コンセンサスを得るには、経営層が単⼀で共感性の⾼
いドメインを設定することが理想状態であると考えられていた。また、淺⽻・須藤
（2003）は、経営者が曖昧なドメインをあえて提⽰することで、現場やミドル層が何
をすべきか⾃主的に考え、多様な⾏動を取ることでより共感性の⾼いドメインが形成
されると主張されている。これらの研究はドメインの内容やドメイン設定後のプロセ
スの議論に留まっている。そして、このように従来研究では有効なドメインを設定す
ることが、企業の戦略策定に直結するという因果的な議論が⼀般的であっため、ドメ
イン⾃体の内容に重きをおいた研究が⾏われてきた。 

⼀⽅で、加藤(2015)は、ドメインを深化させ意味や価値を付与し続けるプロセスの
重要性を指摘しており、このプロセスにおいて組織化が達成されると主張している。 

そのため、共感性の⾼いドメインを設定するにはドメイン⾃体の内容やドメイン設
定後のプロセスよりも、ドメインを決定する際のプロセスにおいて共感性を⽣み出
し、ドメイン・コンセンサスを獲得することが重要であるとの考察ができる。 

本研究では⾼いドメイン・コンセンサス獲得に関する考えの再構築を通じ、これま
での従来研究では明⽰されてこなかったドメイン形成の初期段階における具体的なプ
ロセスを提⽰する。さらに、これまで戦略論の領域で発展してきた企業ドメインの研
究に、組織論の視点を盛り込むことで両領域の発展に寄与していきたい。 
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第２章 先⾏研究レビュー 
 2.1 企業ドメイン研究の変遷 
はじめにでも述べたように、従来のドメイン研究ではドメインの定義などドメイン⾃
体の内容に重きをおいた研究がなされてきた。ドメインという概念が使⽤されるよう
になったのは、Hofer and Schendel(1978)に遡る。Hofer and Schendel(1978)はドメ
インを「組織と環境との現在および予定された相互作⽤の程度」と定義し、「製品」や
「市場」などを基準にしてドメインを定義していくことが重要であると述べ、戦略論
においてドメインという⾔葉を使⽤した。ここでのドメインとは、戦略の⼀構成要素
が scope であり、その別名がドメインであると説明している。また Abell(1980)ではド
メインを「顧客」、「顧客機能」「技術」の 3次元の枠組みで定義した。Abell は Hofer 
and Schendel(1978)の「製品」「市場」という切り⼝は、事業⾃体の定義が曖昧になり
市場規模を特定することができず、ドメインを定義するには不⼗分であることを指摘
した。そのため、「顧客」、「顧客機能」「技術」3つの要素について、選択を⾏うこと
で⾃社を競合他社と差別化し、戦略的なポジションを⾒出すことが可能であると主張
している。そして、このドメインの設定こそが戦略策定の出発点であることを指摘し
た。この理論は国内外のドメインの定義の定番アイテムとして、戦略論の多くの研究
で引⽤されている (⻄村,2014)。 
 ⼀⽅で、⽇本国内でのドメイン研究は加護野・野中・榊原・奥村(1983)の『⽇⽶企
業の経営⽐較』に始まり、国内で独⾃のドメイン観が発展していった。加護野らはド
メインを戦略策定の１つの要素として提⽰し、ドメインを単なる事業領域と捉えるの
ではなく、組織に価値を与えるものだと定義している。そして、国内のドメイン研究
は⽶国のドメイン研究と⽐較して、組織の活性化には解釈度の⾼いビジョン的なドメ
インを設定することが重要であると指摘している。 
 このようにドメインの定義において、⽶国企業は具体的な市場での成功要因に近い
「機能的定義」を⾏うことが多いのに対して、⽇本企業は組織の活性化に繋がるよう
な「⽅向感覚的定義」を⾏う傾向がある（加護野ほか,1983）。 
 上記より⽇本のドメインの定義は、組織の活性を⽬的としたドメインの設定が⾏わ
れてきたためドメインの設定は少なからず組織に影響を与えることが考察できる。 
 
2.2 ドメイン・コンセンサス獲得におけるドメインの形成プロセス 
2.1 のようにドメイン研究が発展するに伴い、ドメイン・コンセンサスという概念が
誕⽣した。榊原(1992)によると、「ドメイン・コンセンサス」とは内包的アイデンティ
ティを経営者側の定義、外的アイデンティティを組織メンバーの定義と⾔い、この両
者の共通認識が取れることと定義している。そして、企業はより⾼いドメイン・コン
センサスを得ることで経営を潤滑に⾏うことが可能になる。榊原は⾼いドメイン・コ
ンセンサスの獲得するドメインの設定⼿法において、経営者や管理者が主観的に定義
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するドメインは経営側の意図だけでは定着せず、組織のメンバーや外部の⼈々によっ
て⽀持された時に実質的に機能するため、経営者は共感性が⾼いドメイン、納得性が
⾼いドメインを設定することが重要であると述べている。ここでの議論において、ド
メインの設定者はあくまでも組織を牽引する経営者が設定するべきであるという前提
が盛り込まれている。そして、企業ドメインは企業の⽅向性を⽰す指標であるため、
単⼀のドメインを設定することで⽅向性が明確化され、より共感性の⾼いドメインを
設定することが可能である。 

また、淺⽻・須藤(2003) によると、⾼いドメイン・コンセンサスを獲得するには経
営層があえて曖昧なドメインを設定することが効果的であると主張している。曖昧な
ドメインを設定することによって、組織メンバーが⾃ら考え・⾏動することによって
抽象的であったドメインが具体化され、より共感性の⾼いドメインの形成が可能であ
る。この議論では、榊原(1992)のドメインの内容よりもドメイン形成のプロセスに重
きをおいたものである。しかし、ドメイン設定におけるプロセスを重要視したもので
はなく、あくまでも経営層がドメインの設定を⾏うというドメイン設定後のプロセス
が重要であるという議論に留まっている。また、⼩林（1999）は、経営戦略論の中の
研究の１つに「ドメイン設定のアプローチ」というものは確実にあるが、ドメインの
具体的な設定⽅法は今なお⾒当たらないと評している。 

そして、加藤（2015）は従来のドメイン研究に組織化の視点を取り⼊れることで、
ドメインの設定と活⽤のメカニズムの重要性を指摘している。経営者が含みがあって
構想⼒があるドメインを定義するだけでは組織化は実現されず、組織化を実現するに
はドメインを基盤とし、ドメインの意義を再認識するというプロセスを⾏うことが必
要であると指摘した。そして、ドメインに意味や価値を与え続け、ドメインを深化さ
せていくことが重要であると述べている。 
上記のことから組織において、⾼いドメイン・コンセンサスを獲得するにはドメイ

ンの形成プロセスを意識することが重要であるとの考察ができる。また、2.1 で⽰した
ように企業ドメインは組織の活性化に繋がるような「⽅向感覚的定義」によってドメ
インが定義されるため（加護野,1983）、このドメインの定義のプロセスが組織に影響
を与えるということは否定できない。 
 
2.3  企業ドメインと組織⽂化における⼈⼯物の関係性 

企業ドメインの形成プロセスは組織⽂化に与える影響を考察するにあたり企業ドメ
インを組織⽂化における「⼈⼯物」と捉えることで、本研究では考察を⾏う。企業ドメ
インにおけるドメイン・コンセンサスの重要性で⽰したように企業ドメイン（domain）
とは、企業と複数の利害関係者から成る組織の存在領域であり、企業の戦略策定のおけ
る基準となる重要な指標となるものである。そして、企業ドメインの定義⽅法について
は機能的定義と物理的定義の２つに分類されるが、市場には時代とともに変化があるこ
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とに加え、製品も時間経つにつれて陳腐化するため、製品やサービスからドメインを定
義するのではなく、企業理念に基づいた企業が提供したい価値をもとに機能的にドメイ
ンを定義することが重要である。また、現在の製品・サービスとの関連性を考慮し、将
来の企業のあるべき姿を包括して企業理念を設定しているため、企業理念を体現するた
めにドメインを定義しているということが⾔える。 

また、⼈⼯物は Schein(1985)の組織⽂化の 3つのレベルに登場する。Schein は組
織⽂化を⼈⼯物・価値観・基本的仮定の 3 段階に分類し、整理した。⼈⼯物とは、企
業の⽅針やビジョンなどを体現化したものであり、組織の⽂化はストーリー、シンボ
ル、伝統、習慣などの⼈⼯物によって伝達される。Hatch(2013)によると、⽂化の核
は価値観や⾏動規範という形で体現化され、組織メンバーが選択や⾏動を起こす際に
利⽤する。そして、それらを意識し、維持するための⾏動が⼈⼯物を⽣み出す。すな
わち、⼈⼯物はこれまで視覚化されていなかった組織メンバーが物事を判断するため
の評価軸を体現化したものであり、組織の⽅向性の指標となるものである。また、こ
れらの⽂化的に導かれた選択や⾏動がこのような⼈⼯物を⽣み出すため、⼈⼯物は組
織メンバーによって⾃発的に⽣み出されるものである。また、Hatch は、組織⽂化の
⽂物を３つの分類（物体・⾔語表現・活動）に区分できると述べている。物体とは掲
⽰物・標識・ロゴなど視覚的に捉えやすいものであり、企業 H P などに形成されてい
る経営理念などが具体例にあげられる。⾔語表現は、説明・うわさ・作法・スローガ
ンなどは含まれ、活動はコミュニケーションや伝統、パターンなど組織メンバーの⾏
動が含まれる。 

このことから、企業ドメインと⼈⼯物には、企業理念を体現したもの・組織メンバ
ーが創造するもの・戦略策定の指標となるものという多くの共通項が存在するため、
企業ドメインを⼈⼯物と捉えることで、企業ドメインを軸として組織⽂化の考察が可
能となる。 
 

2.4 分析フレームワーク 
 以上の先⾏研究レビューを受けて⾼いドメイン・コンセンサスの獲得から組織⽂化
の形成プロセスにおいて重要な視点を２つ提⽰しておきたい。 
 第 1 は、⾼いドメイン・コンセンサスを獲得するには、ドメインの内容ではなくド
メインの形成プロセスにおいて共感性は納得性を得ることが重要であるという指摘で
ある。榊原(1992)はドメインは組織のメンバーによって⽀持された時に実質的に機能
するため、⾼いドメイン、納得性が⾼いドメインを設定することが重要であると述べ
ている。このようなドメインを形成するにあたって、淺⽻・須藤(2003)は曖昧なドメ
インをあえて経営者が設定することで、組織メンバーが⾃ら考え⾏動することでドメ
インを具体化することが重要であると主張している。また、加藤(2015)はドメインの
意義を再認識するというプロセスを⾏うことが必要であると指摘している。このこと
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は、ドメインの内容よりもドメインの形成プロセスにおいて共感性・納得性を⽣み出
すことがドメイン・コンセンサスの獲得において有効であるとの可能性が秘めている
と考えられる。 
 第２は、ドメインは単なる企業⽂化を体現したものではなく、組織におけるシンボ
リックなメディアとして作⽤し、組織⽂化を形成する軸となるものであることが⽰唆
できる点である。2.3 では企業ドメインと⼈⼯物の共通項について考察し、企業ドメイ
ンは組織⽂化における⼈⼯物と捉えることができると指摘した。そして、
Hatch(2013)は Schein(1985)の組織⽂化の３つのレベル（⼈⼯物、価値、基本的仮
定）のうち、基本的仮定が最も本質的な主要であるとの主張に対して、⼈⼯物にシン
ボル的な要素が含まれていることを⾒落としているとの指摘を⾏い、このシンボルは
⼈々の解釈によって⽂化的なものになり、組織⽂化の変動や再強化を維持するものと
述べている。このことから、企業ドメインは組織⽂化を変⾰するシンボリックなもの
と位置付けられ、組織メンバーの解釈に基づく⾏動が組織⽂化を形成するとの考察が
できる。 
 次章では、分析フレームワークを元に星野リゾートの組織改⾰のプロセスを分析し
ていく。 
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第３章 星野リゾートの事例分析 
  3.1 事例分析の⽅法 
 星野リゾートは本社を⻑野県北佐久郡軽井沢におく総合リゾート運営会社であり、
国内外に 50以上のリゾートの運営を⾏なっている。本章では、星野リゾートの 5代
⽬代表、星野佳路の組織変⾰のプロセスに着⽬し、⾼いドメイン・コンセンサスを得
ていくプロセスに加えて、ドメインを軸とした組織構造の転換のプロセスを分析して
いく。 
 事例記述の⽅法は、星野リゾートの書籍、映像データ、新聞記事などの⼆次資料を
元に複合的なデータを組み合わせて分析した。 
 

3.2 星野リゾートの概要 
星野リゾート株式会社の創業は初代、星野嘉助が星野商店を開業し、⽣⽷業で⼤きな富

を得たことから⼆代⽬の星野国次が温泉業を開始したことに始まる。表１は星野リゾート
の歴代社⻑と主な出来事をまとめた年表である。 

 
表１ 星野リゾート歴代社⻑と主な出来事 

歴代代表 主な出来事 
初代  星野嘉助 (1870-1899) 星野商店を開業 

⽣⽷業を営み⼤きな資産を⼿に⼊れる 
2代⽬ 星野国次（1899-1931） 温泉宿を開業 

株式会社星野温泉を設⽴し、法⼈化 
3代⽬ 星野嘉政 (1931-1952) ⽇本初の⾃家⽤⽔⼒発電所を建築 

 
4代⽬ 星野晃良 (1952-1991) ブライダル事業を開始 

 
5代⽬ 星野佳路 (1991-現在) 星野リゾート株式会社に社名を変更 

フラットな組織へと⼤規模な組織改⾰ 
出所：中沢 (2009) .中沢(2021) .および星野リゾートH P（2021.12.15）を参考に筆者
作成 
 

初代から 4 代⽬まで先祖代々の家業として捉えられていた旅館業を、5 代⽬星野佳路が星
野リゾートに改名し、リゾートの運営に特化した経営を⾏なっていくことで星野リゾート
の発展に寄与するとともに様々な観光地を活性化していった。現在では、リゾート施設の
運営・再⽣事業を中⼼に⾏っており、国内外において数を多くのリゾートを運営してい
る。そして、星野リゾートの歴史の中で、特に⼤きな変⾰のきっかけとなったのは、4
代⽬の星野晃良から 5代⽬の星野佳路への事業継承が起因する、5代⽬星野佳路の組織
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改⾰である。 
5 代⽬星野佳路は⽗親である晃良のワンマン経営に始まるトップダウン型の組織に
危機感を感じ、親⼦断絶も仕⽅がないと株主総会で株主を説き伏せ、4代⽬星野晃良を
会⻑から退かせることで、⾃らが社⻑になり指導権を握った。その際に、星野佳路の描
くビジョンの実現に向け、業務・社内改⾰を実⾏していった。しかし、⼤きな変化に馴染
めない従業員が多く退職し、100 ⼈いた社員の 1/3 までに減少した。星野佳路は退職を希望
している従業員１⼈１⼈の話を聞き、離職の原因は「組織に対する不満」であることが明確
になった。そして、これまで⾏なってきた社内改⾰は表⾯的なもので、今なおトップダウン
の⾵潮は残っており、業務に対する多くの不満が蓄積しているにも関わらず、⾃分の意⾒を
主張する場が無いため、多くの従業員が現在の職場に不満を感じているという現状を知り、
職場環境を徹底的に⾒直す必要を痛感した。そして、社員が⾃分の判断で⾏動できる環境を
整えることで、社員のやる気を⾼めるととともに、⾔いたいことを⾔いたい時に⾔えるよう
にするフラットな組織を作ることを決意した。その中で、星野佳路はこのような組織に転換
させるためにドメインを軸として、フラットな組織⽂化の実現を⾏なった。 

本研究ではこの 5 代⽬の星野佳路が⾏った組織⽂化の⼤変⾰に焦点を当てることに
よって、⾼いドメイン・コンセンサスを獲得するためのドメイン定義のプロセスについ
て考察していく。 
 
 3.3 星野リゾートのドメインの仕組み 
 星野リゾートのドメインは全社レベルのドメイン・各ブランドのドメイン・各リゾートの
ドメインの 3段階に分けられ、組織として階層的なドメインが設定されている。また、各リ
ゾートは星野リゾートオリジナルブランドと、再⽣事業として運営を引き継いだ再⽣ホテ
ルの 2種に分類されるが、両者もリゾートごとにドメインが設定されている。 

表 2 星野リゾートのドメインの階層的構造 
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出所：『旅⾏新聞』「コンセプトへの共感、既存顧客に経営のヒントあり」2014 年 10⽉ 21
⽇.及び星野リゾートH P（2021.12.15）を参考に筆者作成 
 
全社レベルでは「hospitality innovator」というドメインが設定されている。この

「hospitality innovator」とは星野リゾートが業界の先駆者となり、⽇本特有のおも
てなしで⾰新を起こしていくという意味が込められている。海外のからの宿泊客が増
加していくなかで⽇本に来たから⽇本旅館ではなく、⽇本に来たからおもてないを受
けるために⽇本旅館を選択してくれるようになるこが、競合相⼿である外資系の⾼級
ホテルが⽇本に参⼊してくるなかで⽣き残るために必要な戦略であると星野は考えて
いる。 
星野リゾート創設以来からこの「hospitality innovator」というドメインを設定し

ていたのではなく、星野リゾートの創設当時は「リゾートの達⼈を⽬指す」という全
社レベルのドメインを設定していた。この「リゾート運営の達⼈になる」というドメ
インには、「リゾート運営」に徹するというビジネスモデルを明らかにし、それが 1番
うまい「達⼈」になるという⽬的があった。5代⽬の星野佳路が星野リゾートの代表
取締役に就任し、組織⽂化の変⾰に着⼿した 1991年はバブル崩壊で不動産所有のハ
イリスクさや、経営にスピード感が出せない状況であったため、所有と運営を分断
し、運営（＝サービス業）に徹していた。そして、この運営特化の経営⼿法でヒルト
ンやリッツカールトンなど世界の⾼級ホテルを伍す存在となるという夢を掲げ、組織
メンバーのモチベーションのリソースとしていた。 
 さらに、星野リゾートでは上記のような全社ドメインに加えて、リゾートごとの複
数のドメインを設定している。星野リゾートでは複数の 5つのホテルブランド（星の
や・リゾナーレ・界・OMO・BEB）の展開に加え、再⽣ホテルとして運営を⾏って
いるホテルが存在する。 

１つ⽬のブランド、の星のやでは「夢中になるという休息」というコンセプトが設
定されている。このブランドは各施設が独創的なテーマで、圧倒的な⾮⽇常を提供す
ることを⽬的としている。このブランドは国内外に展開しており、その⼟地の⾵⼟・
歴史・⽂化がホテルでの滞在時間を豊かにするものとして、これらをおもてなしのサ
ービスに盛り込み、顧客を⽇々の⽇常から特別な⾮⽇常に誘うため他の星野リゾート
のブランドの中でも特に⾼価格で⾼品質なサービスを提供している。 

２つ⽬のブランド、リゾナーレは「⼤⼈のためのファミリーリゾート」というコン
セプトが設定されている、洗練されたデザインと豊富なアクティビティを備えている
ことが特徴の⻄洋型リゾートホテルである。家族全員が参加できるイベントだけでは
なく、⼤⼈だけの時間を創出して旅を楽しめるように⼦供が楽しめるアクティビティ
も提供している。そのため、⼦供だけでなく⼤⼈も素敵な体験を過ごす頃ができるリ
ゾートである。 
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３つ⽬のブランド、界では「王道なのに、あたらしい。」をコンセプトにしている
和のおもてなしを追求した温泉旅館である。星野リゾートの中でも最も旅館の展開数
が多く、⽇本有数の温泉地に 30ヶ所展開することを⽬標とし、⽇本旅の拠点となるこ
とを⽬指している。そして、この界ではホスピタリティ溢れるスタッフが「地域」や
「季節」にこだわったその⼟地ならではの旅を提案し、温泉旅館の真の刺激を体感す
ることができる。 
４つ⽬のブランド、OMO（おも）では、「寝るだけでは終わらせない、旅のテンシ
ョンを上げる都市観光ホテル」をコンセプトにしている、ディープな⼟地魅⼒が体験
できる観光客のための都市ホテルである。都市観光における旅の質の向上を⽬的に、
その街ならではの楽しさや美味しさを星野リゾートの⽬線で紹介するなど、多くの旅
する⼼をくすぐるような仕掛けが⽤意されている。 
５つ⽬のブランド、BEB（ベブ）では、「居酒屋以上旅未満 みんなでルーズに過ご

すホテル」をコンセプトにしている。20-30代の若い世代にも、もっと旅をしてもら
いたいという⽬標のもと、仲間とルーズでカジュアルな滞在を楽しむことができる hp
テルブランドとしてこのブランドは誕⽣した。 
 さらに、星野リゾートでは、各ブランドに紐付いているホテルごとにもドメインが
設定されている。星野リゾートでは再⽣ホテルを含め、国内以外に約 50以上のホテル
を運営しているため、ここでは再⽣ホテルの１つである。⻘森屋（旧古牧グランドホ
テル）のコンセプト「のれそれ⻘森」の事例を紹介する。星野リゾートが⻘森屋の運
営を引き継いだ際、⻘森屋は客室稼働率が 35%以下であり、⾚字運営であった。⻘森
屋では、最盛期に⼤規模な豪華設備で⼈気を博していたが、⻑期間のリニューアルも
⾏なっておらず、施設の⽼朽が進んでいた。加えて、ホテルの再⽣のため設備投資に
使う資⾦も不⾜しており、設備投資以外の⽅法でリゾートの魅⼒を⽣み出さなければ
ならない状況であった。その際に、従業員が話し合いコンセプトの設定を⾏うなかで
このリゾートの魅⼒は設備や料⾦ではなく、⻘森の魅⼒であるという結論に辿り着い
た。そこで、⻘森の魅⼒を最⼤限に伝えるため、津軽弁で「⽬⼀杯」「徹底的に」と
⾔う意味がある、「のれそれ⻘森」というコンセプトが誕⽣した。 
 このように星野リゾートでは全社レベルの「hospitality innovator」という全社レベ
ルのドメインだけでなく、各ブランド・各リゾートに複数のドメインが設定されている。
さらに、全社ドメイン「hospitality innovator」以外の、各ブランドのドメイン・各の
ホテルのドメインは様々な職階の社員で形成されたコンセプト委員会で形成される。次
の節では星野リゾートのおける、ドメイン形成のプロセスについて述べる。 
 
 3.4 コンセプト委員会におけるドメインの設定プロセス 
星野リゾートの各ブランドのドメインはコンセプト委員会と呼ばれる現場社員から

経営層で構成されている組織で決定される。星野リゾートではドメインのことを、コン
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セプトと呼んでおり、プロセスを重視したドメインの形成を⾏っている。この制度は
2007年に 5 代⽬の星野佳路が、組織メンバーが⾃由に発信できる組織⽂化を形成する⽬的
として開始した制度であり、現在も継続されている。このコンセプト委員会では⽴候補制
で施設の特徴を熟知している多様な部⾨の社員から構成されており、現場の従業員から経
営者まで様々な職階のメンバーが参加することが可能である。 
星野リゾートのコンセプト委員会における、ドメインの創造プロセスには４つの段階

（顧客調査→意⾒の発散→ディスカッション→コンセプト選定）に分けられている。 
まず、1 段階⽬の顧客調査では、独⾃の調査会社が主体となり、建設予定地の情報やそ
の周辺の観光地の情報、顧客の情報を収集する。 

2 段階⽬では、現場社員から経営層が集まり、意⾒の出し合い（＝発散）が⾏われる。
ここでは具体的に、１段階⽬に得られた情報を元に、社員の”思い”や”アイディア”を紙
に書き出し、社員が主体となって意⾒の出し合いが⾏われている。ここで従業員が主体
となって意⾒の出し合いを⾏う理由として、代表の星野佳路は、「従業員がコンセプト
に共感していればそのコンセプトを実現しようと⾃ずとモチベーションも上がるため、
従業員がコンセプトを決めるべきだ。」と考えている。また、意⾒の出し合いが従業員
主体で⾏われる理由として、現場を 1番知っているのは、ホテルや旅館で実際にお客さ
んへサービスを提供している社員である、という考えのもと現場社員の意⾒を尊重し、
この意⾒がベースとなり議論が⾏われる。3 段階⽬は現場社員と経営層によるディスカ
ッションが⾏われる。ここでのディスカッションにおいて、代表の星野は従業員の議論
の活発化や意⾒を引き出すことに徹している。4 段階⽬のコンセプトの選定においても、
経営陣は基本的に聞き役やアドバイス役に周り、従業員主体でコンセプトの選定が⾏わ
れる。このようにコンセプト選定において、授業員主体で⾏われる理由として、従業員
が主体となり徹底的に話し合うことで納得するコンセプトを作成することが可能であ
り、そのプロセスにおいて従業員に⼀体感が⽣まれると星野佳路は語っている。 
 このように星野リゾートではコンセプトを決定する際に、現場社員から経営層が徹底
的に話し合うことで共感性の⾼いコンセプトを作成していることに加えて、そのプロセ
スにおいて徐々に組織としての⼀体感を醸成している。 
 
 3.5 フラットな組織への改⾰ 
 星野リゾートはドメインを階層的に設定し、コンセプト委員会で様々な職階の社員がド
メインを設定する過程において、ドメインに対する共感を⽣み出してきた。そして、このド
メインを軸にトップダウンの組織からフラットな組織に転換させていった。その１つの事
例が星野リゾートのオリジナルブランドの OMO旭川である。OMO のブランドコンセプト
は「旅のテンションを上げるホテル」であり、OMO旭川のコンセプトは「まちなかみつけ
たび」というコンセプトである。OMO旭川は当初、星野リゾートが 2017 年 4⽉に別の会
社から運営を引き継ぎ、18 年 4⽉に旭川グランドホテルから OMO旭川に変更された。こ
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の時点で旅のテンションを上げる都市型観光ホテルという OMO 全体のコンセプトは決定
していたが、OMO旭川の詳細は決まっていなかった。そして、コンセプト委員会が開催さ
れ、星野佳路をはじめとする様々な経営陣と他の従業員による話し合いが⾏われた。コンセ
プト委員会では、若⼿からベテランまで年齢が多様で、部⾨も様々な社員約 3０名が選出さ
れた。第 1 回のコンセプト委員会では、代表の星野佳路がフラットな組織への転換を宣⾔
したが、旭川グランドホテル時代の社員はフラットな組織⽂化に慣れていないため、同席す
る上司の⽬を気にするなど積極的に発⾔するスタッフはあまりいなかった。それでも、グル
ープごとに「競合について調べる」「市場を調べる」などの宿題が出され、⾃らが調べた内
容を発表していくことを繰り返していくうちに少しずつ話し始めるようになった。多くの
既存案件に携わった星野リゾートのスタッフによると、どの施設もまずは⼝⽕を切るよう
に話し始める⼈が１⼈、２⼈出てくることから議論が動き出し、OMO旭川も同様であると
語っている。 

第 2回のコンセプト委員会では、OMO旭川のコンセプト決定にあたり解決しなければな
らない事業内容の課題について話し合いが⾏われた。旭川には宿泊、料飲、宴会、婚礼の４
部⾨があったが、時代の変化とともに「典型的な地⽅のグランドホテル」の強みを活かしき
れず、近隣の競合にシェアを奪われている状況だった。特に、施設内にある 3箇所のレスト
ランを利⽤する⼈は１割しかいなかった。そこで、星野佳路が「⾃分が観光客の⽴場になっ
たときに、どのような施設を利⽤するのか考えよう。」と提案し、委員会メンバーにアンケ
ートを取った結果 9割以上が「宿泊施設で⾷べないで地元の有名店に⾏く」と回答した。 

そして、第 3回のコンセプト委員会では、アンケートの回答を踏まえてメンバーの１⼈
が「宿泊客にはホテルの⾷事ではなく、街に出て滞在を楽しんでもらうべきではないか」と
の提案は⾏われ、多くの現場社員はその意⾒に賛成した。しかし、経営層側はホテルの客単
価が下がることにもなりかねず意⾒に反対の声が上がった。そのような状況で開かれた第 4
回コンセプト委員会では、街で⾷事を楽しんでもらうという意⾒に前向きな多くの現場員
たちがアイディアを実現するために、ホテルに到着してからの宿泊客の動きを細かくシュ
ミレーションした内容や客単価を下げないための施策を多く提案し、説得⼒のある説明が
社員から⾏われた。詳しい説明を聞くにあたって、経営層は徐々に理解を⽰し始め、⼣⾷の
前後に気軽に⽴ち寄れる「OMOカフェ&バル」の設置が決まり、レストランでのディナー
廃⽌することに決定した。この頃のコンセプト委員会では当初の紙ベースでの配布資料と
は変わり、パソコンを使い資料をスクリーンに投影したり、ホワイトボードで⾃分の意⾒や
議論を整理ながら話す、星野リゾートで⼀般的なスタイルに変化していった。この時点で、
コンセプト委員会内では職階に関わらず、多くの社員が⾃由闊達に議論する⽂化が徐々に
形成されていった。 

このようにレストランのあり⽅を⾒つめ直すなかでは同時に都市型観光ホテルとして、
街とホテルを⼀体と捉えて滞在を楽しんでもらう⽅向性が固まった。それが OMO旭川「ま
ちなかみつけたび」というホテルのコンセプトとしてまとまり、更に「旅のテンションを上



 13 

げるホテル」という OMOブランド全体のコンセプトに繋がった。そして、委員会メンバー
は OMO旭川で「まちなかみつけたび」というコンセプトを実践するため、近隣⼤学の協⼒
を得て、観光客が街歩きの際に⽴ち寄る候補先を探し、OMO旭川と地元店舗が連携して観
光客が楽しめる観光地域づくりを⾏っていた。こうした「まちなかみつけたび」というホテ
ルのコンセプトに基づいた⾏動をコンセプト委員会のメンバーが実⾏していくにあたって、
委員会メンバーも以外の現場社員も⾃発的に動き出して⾏くようになった。そして、都市で
の観光を楽しんでもらうという OMO のコンセプトに合わせ、顧客と⼀緒に歩きながら街
の案内役として 5 ⾊のユニフォームを着た「ご近所ガイドの OMO レンジャー」が誕⽣し
た。この OMO レンジャーは通常のホテルのコンシェルジュのように店を予約したり教え
たりするだけでなく、顧客と⼀緒に歩きながら街を案内するのが役⽬である。このように星
野リゾートはまず委員会メンバーがドメインに共感し、主体的にコンセプトの達成に向け
て動き出すようになる。そして、それらの⾏動が委員会メンバー以外の従業員にも好影響を
与えることで、組織メンバー１⼈１⼈が積極的に発⾔・⾏動をする組織に変⾰していった。 
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第 4 章 考察とまとめ 
 本研究では星野リゾートの事例分析にドメイン・コンセンサスの再構築とドメインの形
成プロセスについて分析した。 
 従来研究では⾼いドメイン・コンセンサスを獲得するために組織のトップである経営層
が単⼀のドメインを設定し、組織にドメインを共有する⾔わばトップダウン型のドメイン
形成が有効であると考えられてきた。また、有効なドメインを設定することが企業の戦
略策定に直結するという因果的な議論が⼀般的であっため、ドメイン⾃体の内容に重
きをおいた研究が⾏われてきた。しかし、本事例分析から、企業ドメインの形成プロ
セスを分析した結果、以下の新たな観点を提⽰することができる。 
 第 1にドメイン・コンセンサスを獲得するには、様々な職階の社員によって複数の
ドメインを階層的に設定し、プロセスを重視したドメインの形成を⾏うことが有効で
あるという点である。星野リゾートでは単⼀のドメインではなく、全社ドメイン・各
ブランドのドメイン・各ホテルのドメインと階層的にドメインを設定することで、よ
り各リゾートに親和性の⾼いコンセプトの設定を可能にした。そして、様々な職階の
社員がコンセプト委員会で議論を繰り返していく中で、組織メンバーが納得したコン
セプトを作り上げ、ドメインに対する共感性を⽣み出してきた。更に、現場を熟知し
ている現場社員がコンセプト委員会に所属することによって、現場の意⾒が反映され
たコンセプトになり、コンセプト委員会以外の組織メンバーおいても⾼いドメイン・
コンセンサスを獲得できる共感性の⾼いコンセプトの形成を実現した。このことか
ら、従来研究では経営者が単⼀のドメインを設定することがドメイン・コンセンサス
を獲得するのに⾼い有効性を発揮されると考えられてきたが、本研究の事例分析を通
じて階層的に複数のドメインを設定し様々な職階のメンバーがプロセスを重視したド
メインの形成がドメイン・コンセンサスを獲得する上で有効であるとの指摘ができ
る。 

第 2にドメインは単なる企業理念などを視覚的に体系化したものではなく、ドメインは
組織における共通メディアとして作⽤し、組織⽂化を形成するための重要な要素であると
いう点である。本研究ではドメインと組織⽂化における⼈⼯物と捉えることで、ドメイン
研究に組織⽂化という新たな視点を盛り込み、事例を分析した。星野リゾートではドメイ
ンが単なる企業理念を体現化したものではなく、ドメインが組織における共通のメディア
となることでフラットな組織⽂化の形成に作⽤した。具体的に⾔えば、社員１⼈１⼈の⾏
動指針や意識決定の際に基準となり、それらを基準にした⾏動が他の組織メンバーに影響
を与え、相互に作⽤することでフラットな組織⽂化が形成された。ここでの組織におけ
るドメインは単なる企業理念を視覚的に体系化した⼈⼯物ではなく、シンボリックな
メディアとなることで組織メンバーに影響を与えている。更に、組織変⾰の主要とな
る組織メンバーの⾏動が他のメンバーに好影響を与えることによって、組織としての
イノベーションの学習が⾏われフラットな組織の形成を加速させた。 
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以上から本研究は⾼いドメインコンセンサスを獲得するための⼿法、ドメインが組
織⽂化を形成するプロセスを明⽰するとともに、ドメイン研究に組織⽂化の視点を盛
り込むことで両領域の研究に発展できるものだと考えられる。 
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